
令和２年度飯豊町住宅用太陽光発電システム設置事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 町長は、住宅用太陽光発電システムの導入を促進し地球環境の保全に寄与するた

め、住宅用太陽光発電システムを設置する者に対し、飯豊町補助金等の適正化に関する

規則（昭和５３年規則第３号）及びこの要綱の定めるところにより予算の範囲内で補助

金を交付する。 

（補助対象設備） 

第２条 補助金の交付の対象となる住宅用太陽光発電システム（以下「対象システム」と

いう。）は、次の各号に掲げる要件に該当するものであること。 

（1） 太陽電池モジュールの公称最大出力、またはパワーコンディショナの定格出力いず

れかが１０キロワット未満のものであって、電気事業者による再生可能エネルギー電

気の調達に関する特別措置法（平成２３年法律第１０８号）第９条第３項の規定によ

り自らが維持し、及び運用する再生可能エネルギー発電設備を用いて発電した再生可

能エネルギー電気を特定契約により電気事業者に対し供給する事業の実施に関する計

画の認定を受けており、かつ発電された電気が住宅において消費され、連系された低

圧配電線に余剰の電気が逆流されるもの（電力会社と電力受給契約（受給開始日が令

和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間であるものに限る。）を結ぶもの。）

であること。 

（2） 飯豊町内において、自ら住所を有し、若しくは住所を有する予定である町内の住宅

（店舗、事務所等との兼用も含む。以下同じ。）又はこれらの住宅に附属する車庫、物 

置等へ新規に設置するものであって、発電された電気が住宅において消費されるもの。 

（3） 設置工事について、県内施工業者が行うものであって、平成３１年４月１日以降に

着手し、令和３年３月３１日までに完成するものであること。 

（4） 対象システムは新たに設置するものとし、未使用であるもの（中古品は対象外とす

る。） 

（補助金の額） 

第３条 補助金の額は、対象システムの太陽電池の最大出力に、１キロワット当たり２０，

０００円を乗じて得た額とし、その額に１，０００円未満の端数があるときは、これを

切り捨てた額とする。ただし、６０，０００円を上限とする。 

 （補助金の交付手続） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は、令和２年４月１日から令和３年２月２８日

までの間の電力受給開始日の前日（電力受給開始日が令和２年４月１日から同年５月３

１日までの間であるものを除く。）までに、事業実施申込書（別記様式第１号）を町長に

提出しなければならない。 

２ 前項の事業実施申込書の提出は１回に限るものとする。 

３ 第１項の申込みを行った者は対象システムによる電力受給開始日後３０日を経過する

日又は令和３年３月３１日のいずれか早い日までに、次に定める書類を町長に提出しな

ければならない。（ただし電力受給開始日が令和２年４月１日から同年５月３１日までの

間であるものにあたっては令和２年６月３０日までに、同様に提出するものとする。） 



 (1) 住宅用太陽光発電システム設置事業補助金交付申請書兼実績報告書（別記様式第２

号） 

 (2) 対象システムの設置場所を示す案内図 

 (3) 対象システムの設置場所及び付近の見取図 

 (4) 工事着工前の状況を示す写真 

(5) 対象システムの発電装置の設置状況を示す写真 

(6) 電力会社との太陽光発電余剰電力受給契約確認書の写し 

(7) 工事請負契約書の写し 

(8) 申請者本人の住民票 

(9) 納期が到来した当該年度の納税証明書 

(10)  再生可能エネルギー発電事業計画の認定通知書の写し 

(11)  その他町長が必要と認めるもの  

（交付の決定及び額の確定） 

第５条 町長は、前条の規定による申請書兼実績報告書の提出があった場合は、書類の審

査及び必要に応じて行う現地調査等により補助金の交付決定及び額の確定をし、住宅用

太陽光発電システム設置事業補助金交付決定通知書及び額の確定通知書（別記様式第３

号）により、その結果を申請者に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第６条 前条の通知を受けた者は、住宅用太陽光発電システム設置事業補助金請求書（別

記様式第４号）を町長に提出し、補助金の交付を受けるものとする。 

（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第７条 町長は、交付対象者が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該交付対象者に

行った補助金の交付の決定を取り消すことができる。 

 (1) 町長に提出した書類に虚偽の事項を記載し、又は申請について不正の行為を行った

とき。 

 (2) この要綱の規定に違反したとき。 

 (3) その他町長が相当の理由があると認めたとき。 

２ 前項の規定により補助金の交付の決定を取り消された交付対象者が、既に補助金の交

付を受けているときは、町長の請求に応じ、交付を受けた補助金を返還しなければなら

ない。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は町長が別に定

める。 

 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 


